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１．はじめに 

2011年度以降、国土交通省住宅局により東日本大

震災における災害公営住宅の供給促進のための調査

（以下「直轄調査」）が実施され、国総研は建築研

究所とともに現地での技術指導を行った。多様な復

興状況下の市町村で2013年度までに直轄調査により

作成された150を超える地区の災害公営住宅の基本

計画を共通のフォーマットで整理するとともに、検

討経緯をとりまとめた。 

２．災害公営住宅基本計画の概要  

 直轄調査で作成された基本計画の地区数の推移を

図－１に示す。 

 

図－１ 県別・年度別基本計画作成地区数 

基本計画は、市町村シート、市町村経緯シート、

地区シート、（個別地区の）検討経緯シートの４種

のシートにより事例整理を行った。（図－２） 

検討状況等が分かるよう、市町村シートで災害公

営住宅整備状況等を記載するとともに、市町村経緯

シートで年度毎に全体の検討経緯を整理した。また

検討経緯シートで時期別の論点を詳細に記載した。 

３．計画作成に当たっての検討経緯 

計画作成に当たっては、市町村以外に県、UR、面

整備事業担当のコンサルタントと協議している地区

が多い。主な協議事項を図－３に示す。 
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  ○地区シート       ○検討経緯シート 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ シートの構成

 

図－３ 年度別主な協議事項 

４．成果の活用 

基本計画を市町村の状況や検討経緯を含め同一の

フォーマットで整理したことにより、地方公共団体

において大規模災害時の災害公営住宅供給の事前、

事後対策の参考として活用されることが期待される。 

☞詳細情報はこちら 
1) 国総研資料 No.846  
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0846.htm 
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１．はじめに 

 近年、共同住宅等のバリアフリー環境については

住居の周辺も含めだいぶ整備されてきた一方で、火

災等の災害時の避難方法については未だ課題が多い

のが現状である。従来の避難方法は、主に健常者を

想定したものであり、今後の高齢社会に多くを占め

る、高齢者や障がい者を対象としたものとなってい

ない。そこで国総研では、新たな避難支援技術の開

発とその性能評価手法の確立を目的に、2015年度か

ら事項立て課題「共同住宅等における災害時の高齢

者・障がい者に向けた避難支援技術の評価基準の開

発」を行っている。 

２．研究の進め方  

 本課題は、3カ年の期間で研究を進めて行く計画で

あり、本年度の進捗の状況と来年度以降の目標につ

いて以下に述べる。 

（1）避難器具へのニーズ及び新技術の調査（2015

年度）  

 まず研究を始める前段階として、火災のみならず

震災や水害など「災害」の対象を広く捉え、それに

対応する「避難技術」について障害などの人的属性

ごとに整理を試みた。またそれら技術の適応可能性

や適応範囲について検討を行った。また、設計者や

施設管理者等へのヒアリングを通じて、建築設計時

の避難に関する問題点やニーズの把握を行った。こ

こで得られた情報は、外部の有識者により構成され

た委員会において情報を共有すると共に、2年目以降

に行う人間工学実験の実験項目の抽出に向けた資料

とした。写真-1,-2は、委員による既存の避難器具を

用いた避難体験と、来年度以降開発を検討している

新たな避難器具のモック試作機の体験の様子であり、

これらを車いす対応に改良するなどの新たな展開を

考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 従来型の避難器具 写真-2 検討中の試作機 

  （はしご型）       （リフト型） 

（2）新たな避難器具の評価基準の整備に向けた人間

工学的実験（2016年度） 

 高齢者・障がい者等の身体的特性に配慮したリフ

ト型緩降器の試験体を製作し、その操作性や安全性

について被験者実験から要求性能を明らかにすると

共に、評価基準整備に向けたデータ取得を行う。こ

れら実験については、専門家及びメーカー等の開発

者で構成するワーキンググループにおいて、具体的

な検討を行っていく予定である。 

（3）性能評価法及び維持管理手法の確立（2017年度） 

2カ年で行われた検討結果を踏まえ、基準化に向け

たガイドラインの作成を行う。これらガイドライン

は、高齢者・障がい者等に向けた避難器具等を用い

た新たな避難支援技術の提案と避難方法に関する建

築関連法令への技術基準の反映を想定している。 

３．成果の公表と普及  

成果は、中間報告として国総研研究報告や学会の

大会梗概などで速やかに公表すると共に、試作中の

避難支援装置などは、実験場の公開などを通じて広

く社会に認知して頂く様に努めたいと考えている。 
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